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議案第２号 

 

   令和８年度大阪広域環境施設組合一般会計予算 

 

 令和８年度大阪広域環境施設組合の一般会計予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ30,872,481千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」

による。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法第214条の規定により債務を負担する行為をすることができる事

項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。 

（組合債） 

第３条 地方自治法第230条第１項の規定により起こすことができる組合債の起債の

目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表 組合債」による。 

（一時借入金） 

第４条 地方自治法第235条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、

1,000,000千円と定める。 

  令和８年２月５日提出 

大阪広域環境施設組合管理者職務代理者 

大阪広域環境施設組合副管理者  山 本 桂 右  

 



諸 収 入 3,662,273

第１表　歳入歳出予算

6,957,500

１ 分 担 金

歳 入

４ 財 産 収 入 12,833

１ 財 産 売 払 収 入 12,833

款 項

３ 国 庫 支 出 金 1,795,903

１ 国 庫 補 助 金

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料

(単位：千円）

1,795,903

10,203

１

歳 入 合 計 30,872,481

18,433,769

18,433,769

２ 使 用 料 及 び 手 数 料

６

10,203

組 合 債

１

１ 組 合 債 6,957,500

１ 雑 入 3,662,273

５

金 額
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項 金 額

4,035

１ 議 会 費

2,271,527

歳 出 合 計 30,872,481

１ 予 備 費 10,000

１ 廃 棄 物 処 理 費 27,864,618

４ 公 債 費 2,271,527

１ 公 債 費

(単位：千円）

５ 予 備 費 10,000

4,035

総 務 費 722,301２

総 務 費 722,301

３ 廃 棄 物 処 理 費 27,864,618

歳 出

款

１ 議 会 費

１
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西淀工場基幹改良に伴う検討調査 令和８年度～令和９年度 31,480

6,237,500

720,000

計 6,957,500

(単位：千円）

第３表　組合債

利 率 償 還 の 方 法

証書借入、また
は証券発行の方
法により起債す
る。

年5.0％以内 起債のときより
据置期間を含め
30年以内に償還
する。
ただし、融資条
件または財政の
都合により、償
還年度を短縮し
繰上償還するこ
ともある。

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法

鶴見工場建替事業

最終処分場整備工事事業

第２表　債務負担行為

(単位：千円）

事 項 期 間 限 度 額

鶴見工場建替・運営委託事業（追加分） 令和８年度～令和30年度 3,853,244

最終処分場整備工事事業 令和８年度～令和11年度 2,600,000

廃棄物処理施設整備工事 令和８年度～令和９年度 2,666,590

物品・業務委託等総務事業 令和８年度～令和９年度 134,808

物品・業務委託等廃棄物処理事業 令和８年度～令和９年度 3,277,940
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（ 議 案 第 ２ 号 ）

大 阪 広 域 環 境 施 設 組 合

一 般 会 計 予 算 に 関 す る 説 明 書

令 和 ８ 年 度



債務負担行為に関する調書
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20
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２．歳 入

10
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１． 総 括

歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書

1



６ 組 合 債 6,957,500 2,826,800 4,130,700

6,626,413

５ 諸 収 入

歳 入 合 計

18,433,769

10,203

分 担 金 及 び 負 担 金

２

16,555,403

9,754

1,878,366

449

１．総　括

84,722

30,872,481 24,246,068

12,833

3,662,273

12,833

3,577,551

532,176

（ 歳 入 ） (単位：千円）

款 本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比 較

0

３ 国 庫 支 出 金 1,795,903 1,263,727

１

使 用 料 及 び 手 数 料

４ 財 産 収 入

2



30,872,481 6,626,413

予 備 費

歳 出 合 計

10,000５

4,035

722,301

１

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

591

12,027

議 会 費 3,444

710,274

4,035

709,035

18,433,769

処 理 費
３

廃 棄 物
27,864,618

2,271,527

24,246,068

6,385,198

228,597

0

3,685,3091,795,903

0

0

４

款
本 年 度
予 算 額 一 般 財 源

国府支出金 組 合 債 そ の 他

（ 歳 出 ） (単位：千円）

比 較
前 年 度
予 算 額

２ 総 務 費

公 債 費

21,479,420

2,042,930

10,000

6,957,500

0

0

0

0

6,957,500 15,439,172

2,271,527

10,000

0

13,266

3,672,043

0

0

1,795,903

0

0
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歳 入２．
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施 設 使 用 料

構成団体分担金

本年度

16,555,403 1,878,366 １

計 10,203 9,754 449

分 担 金

第１項　使用料

使 用 料１

18,433,769 16,555,403 1,878,366

10,203 9,754 10,203

金 額
比 較

節

449

第２款　使用料及び手数料

１

本年度 前年度

計

区 分
目

１

２．歳　入

第１項　分担金

金 額

節

18,433,76918,433,769

区 分

第１款　分担金及び負担金

目 前年度 比 較
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令和８年度　構成団体別分担金実納付額一覧

守口市 797,154

「大阪広域環境施設組合財産条例」に基づく行政財産の目的外使用許可に伴う使用料収入

構成団体分担金

10,203

1,172,912

18,433,769

構成団体 分担金額

大阪市

(単位：千円）

八尾市

松原市

施設使用料

説 明

１

581,138

15,882,565

「大阪広域環境施設組合規約」に基づく構成団体からの分担金収入

説 明

１

(単位：千円）
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計 12,833 12,833 0

12,833１ 12,833 12,833 0 １物品売払収入 物品売払代金

第４款　財産収入 第１項　財産売払収入

目 本年度 前年度 比 較
節

区 分 金 額

国 庫 補 助 金

循環型社会形成

推 進 交 付 金

計 1,795,903 1,263,727 532,176

１ 1,795,903１ 廃 棄 物 処 理 1,795,903 1,263,727 532,176

２．歳　入

第３款　国庫支出金 第１項　国庫補助金

目 本年度 前年度 比 較
節

区 分 金 額
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１ 物品売払代金 12,833

廃材等の不用品売払収入

(単位：千円）

説 明

廃棄物処理施設整備に係る国庫補助金収入

１ 循環型社会形成推進交付金 1,795,903

(単位：千円）

説 明
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目 本年度 前年度 比 較
節

区 分 金 額

計 3,662,273 3,577,551 84,722

第６款　組合債 第１項　組合債

計 6,957,500 2,826,800 4,130,700

１ 6,957,500 2,826,800 4,130,700 １清 掃 債 6,957,500廃 棄 物 処 理

１ 3,591,125 3,508,187 82,938廃棄物処理収入 １ 廃棄物処理収入 120,964

２ 発 電 収 入 3,470,161

１ 雑 収 71,148

２．歳　入

第５款　諸収入 第１項　雑入

２ 雑 入 71,148 69,364 1,784

目 本年度 前年度 比 較
節

区 分 金 額

施 設 整 備 費

10



(単位：千円）

6,237,500

廃棄物焼却処理施設整備に係る組合債収入

１ 廃棄物焼却処理施設整備費

4,160

焼却工場において中間処理の過程で回収した余剰熱エネルギーの売払収入

蒸気売却収入１

回収金属売却収入 79,454

破砕施設において中間処理の過程で回収した資源化物等の売払収入

１

３ 工場受託焼却収入 37,350

委託契約に基づくごみ焼却受託事業収入

１

２

(単位：千円）

説 明

720,000

廃棄物埋立処分地整備に係る組合債収入

廃棄物埋立処分地整備費

発電収入 3,470,161

焼却工場における余剰電力の売払収入

雑 収 71,148

他のいずれの歳入にも区分されない収入

説 明

2
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３．歳 出
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３．歳　出

第１款　議会費 第１項　議会費

１

目 本 年 度 前 年 度 比 較

議 会 費 4,035 3,444

特 定 財 源

本 年 度 の 財 源 内 訳

4,035

00

591

計 4,035 3,444 591

0

一 般 財 源

0 0

国府支出金 組 合 債

0

そ の 他

4,035

14



(単位：千円）

説 明

１ 議員報酬等 3,529

1,734報酬

・ 旅費 1,795

１ 報 酬

８ 旅 費

１ 議会運営 4,0351,734

1,948
組合議会の運営に要する経費

２ 議会運営事務

・

11 役 務 費

261

節

区 分 金 額

261

・ 76

13 使 用 料 及

153

506

76

使用料及賃借料

賃 借 料

旅費・

・

・ 負担金、補助及交付金 16

18 負担金、補助

及 交 付 金

16

役務費

15



0 13,266

目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源 内 訳

１ 709,035総 務 費 722,301 710,274 12,027 0

３．歳　出

第２款　総務費 第１項　総務費

一 般 財 源
国府支出金

特 定 財 源

組 合 債 そ の 他

16



2,190報償費

・

・

835

需用費

・

3,489

24,008

旅費

・

役務費

219,080

3,059

委託料

使用料及賃借料

・

委託料

120

負担金、補助及交付金

使用料及賃借料

・ 負担金、補助及交付金

78,672

3,441

・

・

1,849

・

役務費

145

２ 庁舎管理 87,442

・ 需用費 3,360

災害補償費 160

職員手当等

・

総務管理 384,701

１ 総務事務 252,806

組合の管理運営事務に要する経費

共済費

11 役 務 費

865８ 旅 費

負担金、補助

106,814

18

賃 借 料

324

及 交 付 金

使 用 料 及

12 235,730委 託 料

13

10

・

職 員 手 当 等 155,503

給 料 128,938

52,999

１

需 用 費 22,426 ・

・

２
2,190

共 済 費

総務部職員の給料、諸手当等に要する経費

１ 総務職員費 337,600

128,938

155,503

52,999

・ 給料

・

総務職員費

説 明

４

(単位：千円）

１ 報 酬 8,966 337,600

160

7,386

５ 災 害 補 償 費

７ 報 償 費

３

２

節

区 分 金 額

17



0 0 13,266 709,035計 722,301 710,274 12,027

１ 総 務 費

３．歳　出

第２款　総務費 第１項　総務費

目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

国府支出金 組 合 債 そ の 他

18



59

2,454

2,454４ 渉外事務

・ 役務費

1,418

30

1,449５ 行政委員会運営

(単位：千円）

説 明

15,576

３ 安全衛生

・ 報酬

・ 需用費

報酬

・ 旅費

役務費

・

・ 負担金、補助及交付金

使用料及賃借料

節

区 分 金 額

35,956

・ 4,460委託料

7,548

24

8,749委託料

・

・

4,000

・

・ 需用費 1

・ 使用料及賃借料 134

６ 人事事務 4,594

19



３．歳　出

第３款　廃棄物処理費 第１項　廃棄物処理費

国府支出金 組 合 債

6,957,500 3,672,04327,864,618 21,479,420 6,385,198 1,795,903１

目 本 年 度 前 年 度 比 較

廃棄物処理費

本 年 度 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

そ の 他

15,439,172

20



13 177,159使 用 料 及

26 公 課 費

17 36,093備 品 購 入 費

賃 借 料

14 工 事 請 負 費 16,481,182

15 原 材 料 費 79,632

6,276

及 交 付 金

41,050

・

・

・

・

・

・

公課費

委託料

使用料及賃借料

原材料費

備品購入費

負担金、補助及交付金

１ 廃棄物処理管理

・ 旅費

・

報 償 費

８ 旅 費 2,687

説 明

2,787

621,600

７

３ 職 員 手 当 等 1,818,075

５ 災 害 補 償 費 478

(単位：千円）

廃棄物処理職員費１ 3,973,228

給料 1,533,075

・ 職員手当等 1,818,075

施設部職員の給料、諸手当等に要する経費

節

区 分 金 額

10 需 用 費 3,892,473

共済費 621,600

・ 役務費 192

２ 給 料 1,533,075

106

４ 共 済 費

２

廃棄物処理職員費

施設部の管理運営事務に要する経費

廃棄物処理管理

1,127

1,417

・ 災害補償費 478

・

2,787

3,973,228

・

１

381,691

12 委 託 料 2,793,041

需用費

・

11 役 務 費

負担金、補助及交付金 51

20,452,565

・

・ 2,456,377

10,862

・ 旅費 143

需用費

役務費

1,195,060

177,081

960

41,000

20,856

5,696

18 負担金、補助

３ 焼却処理

焼却工場の運転維持管理・整備工事及び建設計画に要する経費

１ 焼却処理 3,908,035

21



前 年 度 比 較
一 般 財 源

国府支出金 組 合 債

３．歳　出

第３款　廃棄物処理費 第１項　廃棄物処理費

目

そ の 他

本 年 度

本 年 度 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

１ 廃棄物処理費

22



１ 破砕処理 27,808

破砕施設の運転維持管理・整備工事に要する経費

４ 破砕処理 612,284

・ 備品購入費 118

・ 旅費

・

6,796,201

6,180

・

需用費

節

区 分 金 額

旅費

・

４

1,216,495

・

6,453

90

委託料 56,241

5,523,375

需用費

・ 備品購入費

公課費

・

・

・

既設工場整備

工事請負費

18

9,731,205

３

使用料及賃借料

(単位：千円）

17,124

3,331

78

1,064

２ 焼却工場管理

役務費

・

説 明

・

役務費

9,655,900工事請負費

旅費

備品購入費

役務費

14,961

209

1,127

・

104

工場施設建設

・ 需用費 72

・ 74,696委託料

・ 旅費

・ 報償費 106

・

・ 工事請負費 421,922

51

・

3,264

・ 8,213

・

・

・ 委託料

需用費 159,290・

需用費

3,064委託料

２ 既設破砕施設整備 584,476

・ 負担金、補助及交付金 392

23



計 27,864,618 21,479,420 6,385,198 1,795,903 6,957,500 3,672,043 15,439,172

３．歳　出

第３款　廃棄物処理費 第１項　廃棄物処理費

国府支出金 組 合 債 そ の 他

特 定 財 源
一 般 財 源

目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源 内 訳

１ 廃棄物処理費

24



47

・ 旅費 61

６ 技術調査・研究 6,014

廃棄物の資源化及び中間処理技術の調査・研究に要する経費

１ 技術調査 599

工事請負費・ 34,803

・

需用費

512

147,440

726

役務費

公課費

工事請負費

原材料費・

・

・

・ 委託料

２ 大阪湾広域臨海環境整備センター 1,528,460

・ 役務費 221,728

３ 処分地造成 119,792

・ 旅費

・ 役務費

・

備品購入費・

・

委託料

・ 委託料

・

技術研究

役務費

(単位：千円）

説 明

５ 埋立処分 2,817,740

6,032

224

焼却残滓の埋立処分に要する経費

37,368

1,169,488１

138,603

845,182

137

北港処分地

・ 需用費

節

区 分 金 額

40

委託料

・

1,306,732

負担金、補助及交付金

・ 32

78,672

２ 5,415

5,415
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１ 予 備 費

一 般 財 源
国府支出金 組 合 債 そ の 他

10,000

本 年 度

10,000 10,000 0

目

0 0 0

0 10,000計 10,000 10,000 0 0 0

元 金

計 2,271,527 2,042,930 228,597 0 0

0

前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

2,034,982

そ の 他

特 定 財 源
一 般 財 源

0

３．歳　出

第４款　公債費 第１項　公債費

目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源 内 訳

国府支出金 組 合 債

0１

236,545２ 利 子 236,545 160,562 75,983 0

2,034,982 0

0

第１項　予備費

1,882,368 152,614

第５款　予備費

0 2,271,527
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2,034,982

地方債元金償還

地方債元金償還

１ 地方債利子償還 236,545

１

236,545・

１ 2,034,982

地方債の元金償還に要する経費

・ 2,034,982償還金、利子及割引料

償還金、利子及割引料

地方債の利子償還に要する経費

１ 地方債利子償還 236,545

(単位：千円）

説 明

(単位：千円）

説 明

2,034,982償還金、利子

節

区 分 金 額

22

及 割 引 料

236,54522

金 額

及 割 引 料

償還金、利子

節

区 分

27
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給 与 費 明 細 書
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0

0

0

0

給 与 費

0

1,734

0

0

１．特 別 職

区分

長等

議員

その他

本年度

職員数（人）

8,966

報 酬 給 料 期 末 手 当 地 域 手 当

0

0

0

2

22

32

前年度

長等 2 0 0 0 0

議員 22 1,844 0 0 0

その他 35 9,187 0 0 0

比較

長等 0 0 0 0 0

その他 △ 3 △ 221 0 0 0

議員 0 △ 110 0 0 0
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9,187 0 9,187

0 0 0

1,844 0 1,844

(単位：千円）

0

0

0

0

1,734

8,966

0

1,734

8,966

給 与 費

0

0

0

備 考
その他の手当 計

共 済 費 合 計

0

0

0

0

0

0

0 △ 110 0 △ 110

0 0

△ 221 0 △ 221
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２．一 般 職

(1) 総 括

区 分 職 員 数 （ 人 ）
給 与 費

報 酬 給 料 職 員 手 当

449 ( 0 )

比 較 0 ( 0 ) 0 23,262

前 年 度 449 ( 0 ) 0 1,638,751 1,512,354

0 1,662,013 1,949,548

437,194

本 年 度

※ （　）内は、短時間勤務職員数で外数である。

職員手当の内訳

区 分 地 域 手 当 扶 養 手 当 宿 日 直 手 当

前 年 度 272,883 57,431 0

本 年 度 274,852 44,956 0

区 分 退 職 手 当 住 居 手 当 管理職特別勤務手当

比 較 1,969 △ 12,475 0

前 年 度 127,461 22,872 177

本 年 度 547,718 23,892 177

比 較 420,257 1,020 0
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(単位：千円）

給 与 費
共 済 費 合 計 備 考

計

3,151,105

3,611,561 659,482 4,271,043

460,456 6,769 467,225

652,713 3,803,818

(単位：千円）

管 理 職 手 当 超 過 勤 務 手 当 通 勤 手 当 特 殊 勤 務 手 当

104,719 56,253

16,128 45,027 104,149 55,853

16,632 47,410

570 400

期 末 勤 勉 手 当 夜 間 勤 務 手 当 単 身 赴 任 手 当

504 2,383

0

761,573 48,800 0

783,682 49,257

022,109 457
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区 分 増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳

その他の増減分 △ 29,424

(2) 給料及び職員手当の増減額の明細

職 員 手 当

437,194 制度改正に伴う増加分 33,628

給 料

23,262 給与改定に伴う増加分 52,686

その他の増減分 403,566
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(単位：千円）

説 明 備 考

定年の段階的引上げに伴う給料月額の減等

期末勤勉手当年間支給月数の増

4.60月⇒4.65月
（再任用職員2.40月⇒2.45月）

管理職手当の改定

退職手当の増
　420,257

定年退職者人数
の増　0人⇒26人

扶養手当額の改定　△12,475

その他 △ 4,216
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(3) 給料及び職員手当の状況

ア． 職員一人当たり給与

区 分

令和６年10月１日現在

平 均 給 料 月 額 ( 円 )

平 均 年 齢 ( 歳 )

令和７年10月１日現在

平 均 給 料 月 額 ( 円 )

平 均 給 与 月 額 ( 円 )

平 均 年 齢 ( 歳 )

大 学 卒 227,600 －

平 均 給 与 月 額 ( 円 )

短 大 卒 205,600 －

イ． 初任給

区 分 行 政 職 技 能 労 務 職

高 校 卒 196,400 194,900
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行 政 職

339,792

45.3

技 能 労 務 職

343,080 308,280

466,031 426,810

53.2

46.3 53.0

232,000

302,924

447,890 427,089

－

(単位：円）

国 の 制 度

200,300
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ウ． 級別職員数

区 分 等 級

７　級

８　級

６　級

５　級

４　級

２　級

３　級

１　級

計

令和６年10月１日現在

８　級

令和７年10月１日現在

６　級

３　級

７　級

４　級

５　級

２　級

計

１　級

（級別の基準となる職務）

区 分 ８級 ７級 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級

行 政 職 事務局長 部 長 課 長 課長代理 担当係長 係 員
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行 政 職 技 能 労 務 職

職員数（人） 構成比（％） 職員数（人） 構成比（％）

2 1.6

1 0.8

10 8.2

11 9.0

29 23.8

51 16.7

18 14.8

44 36.1

114 37.4

7 5.7 140 (15) 45.9 (100.0)

122 305 (15)

1 0.8

10 8.1

38 30.9 51

2 1.6

28 22.8

11 8.9

16.0

29 23.6 119 37.4

46.6

123 318

4 3.3 148

※（　）内は、短時間勤務職員数で外数である。
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職 員 数 Ａ

昇 給 に 係 る 職 員 数 Ｂ

エ． 昇給

区 分

本

号 給 数 別 内 訳

１号給

年

度

２号給

３号給

４号給

比 率 Ｂ ／ Ａ

職 員 数 Ａ

５号給

６号給

昇 給 に 係 る 職 員 数 Ｂ

前

号 給 数 別 内 訳

１号給

５号給

年

度

２号給

３号給

４号給

６号給

比 率 Ｂ ／ Ａ
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377 110 267

237 83 154

(単位：人）

合計 行政職 技能労務職

32 7 25

1 0 1

5 3 2

150 58 92

62.9% 75.5% 57.7%

391 112 279

49 15 34

0 0 0

253 84 169

25 2 23

162 58 104

62 21 41

0 0 0

4 3 1

0 0 0

64.7% 75.0% 60.6%
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オ． 期末手当・勤勉手当

区 分
支 給 期 別 支 給 率

６月 （月分） 12月 （月分）

前 年 度 2.25（1.175） 2.35（1.225）

本 年 度 2.30（1.200） 2.35（1.250）

国 の 制 度 2.30（1.200） 2.35（1.250）

カ． 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度

その他の加算措置等
（月分） （月分） （月分） （月分）

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特別措置

（２%～20%)

国 の 制 度 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特別措置

（２%～45%)

支 給 対 象 職 員 数 382（45）人
※（　）内は、再任用職員数で外数である。
　　　　　　　（短時間勤務職員は除く）

国の指定基準に基づく支給率 12%～16%

ク． 特殊勤務手当

キ． 地域手当（令和７年10月1日現在）

支 給 対 象 地 域 大阪市（八尾工場含む）

支 給 率 等 16%

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 高 所 作 業 手 当

区 分

給 与 総 額 に 対 す る 比 率（％）

汚 水 内 作 業 手 当

廃 棄 物 等 処 理 作 業 手 当

支給対象職員の比率 (令和７年 10月１日現在）（％）
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支給率計（月分）
職 制 上 の 段 階 、 職 務 の
級 等 に よ る 加 算 措 置

備 考

4.60(2.40) あり

※ （　）内は、再任用職員の支給率である。

4.65(2.45) あり

4.65(2.45) あり

備 考

77.7% 28.2% 96.9%

全 職 種 行 政 職 技 能 労 務 職

2.2% 0.5% 2.9%
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ケ． その他の手当

区分　
国の

制度の
異同

異なる
内容

差異の内容

扶養手当
同
じ

－

職員と生計を一にし、かつ主としてその職員の収入によ
り生計を維持する者（扶養親族）のある職員に対して支
給

月
額

配偶者

局部長級 0円

課長級 0円

課長代理級以下 3,000円

子（22歳の年度末まで） 11,500円

課長代理級以下 6,500円

単身赴任手当を支給される職員で、
配偶者が居住するための住居を借り
受け、月額10,000円を超える家賃を
支払っている職員

1,500円～11,500円

手当額

11,500円～30,500円

0円

課長級 3,500円

10,000円～11,500円 1,500円

市
外

21,500円～54,500円

11,500円～21,500円

市
内

21,500円～59,500円

住居手当
異
な
る

単
価

職員の住居費の一部を補うために支給

月
額

自ら居住するため住居を借り受け、月額10,000
円を超える家賃を支払っている職員

11,500円～28,000円

54,500円～ 28,000円

59,500円～ 30,500円

(加算)15歳に達する日後の最初
の４月１日から22歳の年度末ま
での子

5,000円

その他
・孫、弟妹（22
歳の年度末ま
で）
・父母、祖父母
（60歳以上）
・心身に著しい
障害がある親族

局部長級

家賃額

上記の
額の
１/２
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通勤手当

区分　
国の

制度の
異同

異なる
内容

差異の内容

支給単位期間（１
箇月）につき、使
用距離区分に応じ
た額

異
な
る

同
じ

10㎞以上15㎞未満 7,300円

10,400円

20㎞以上25㎞未満 13,500円

2,000円

２㎞以上５㎞未満 2,000円月
額

①通勤のため交通機関又
は有料の道路を利用し
て、その運賃又は料金を
負担することを常用とす
る職員

支給単位期間（定
期券を発行してい
る公共交通機関等
は６箇月を超えな
い範囲内で最も長
いものに相当する
期間。定期券を発
行していない公共
交通機関等は１箇
月。）の通勤に要
する運賃等の額に
相当する額

単
価

②通勤のため、自転車そ
の他交通用具を使用する
ことを常用とする職員

25㎞以上30㎞未満 16,600円

30㎞以上35㎞未満 19,700円

15㎞以上20㎞未満

35㎞以上40㎞未満 22,800円

40㎞以上45㎞未満 25,900円

片道２㎞未満

0円

※　身体障害のため、
歩行が困難な職員

－

職員の通勤費に対して支給

５㎞以上10㎞未満 4,200円

(加算)身体障がいのために歩行する
ことが著しく困難な職員に対する特
例

2,700円
①と②の１月あたりの合計額が
55,000円を超える場合は、１月につ
き55,000円

45㎞以上50㎞未満 29,100円

50㎞以上55㎞未満 32,300円

55㎞以上60㎞未満 35,500円

60㎞以上 38,700円
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債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書
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金 額

西淀工場基幹改良に伴う検討調査 31,480 － －

鶴見工場建替・運転委託事業（追加） 3,853,244 － －

最終処分場整備工事事業 2,600,000 － －

鶴見工場建替・運転委託事業 65,007,660 令和５年度～令和７年度 7,178,417

既設工場整備事業 23,430 － －

物品・業務委託等総務事業 117,089 － －

住之江工場更新・運営事業 37,098,000 21,742,443令和元年度～令和７年度

債 務 負 担 行 為

〔　議　決　済　分　〕

前 年 度 末 ま で の 支 出 （ 見 込 ） 額
事 項 限 度 額

金 額期 間

〔　新　規　提　出　分　〕

事 項 限 度 額
前 年 度 末 ま で の 支 出 （ 見 込 ） 額

期 間

物品・業務委託等廃棄物処理事業 3,108,913 － －

廃棄物処理施設整備工事 2,194,811 － －

西淀工場整備に伴う検討調査 92,700 － －

物品・業務委託等総務事業 134,808 － －

物品・業務委託等廃棄物処理事業 3,277,940 － －

廃棄物処理施設整備工事 2,666,590 － －
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(単位：千円）

31,480 7,870 0 0 23,610

3,853,244 877,911 2,118,700 0 856,633

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

組 合 債 その他

2,600,000 0 0 0 2,600,000

134,808

3,277,940

2,666,590

2,194,811

0

期 間 金 額

令和９年度

国 府 支 出 金

令和９年度～令和30年度

令和９年度～令和11年度

15,355,55700

26,899,100 0 17,212,007

23,430

117,089

3,108,913

令和８年度～令和30年度

令和８年度 23,430 0 0 0

0令和８年度～令和24年度 15,355,557

57,829,243 13,718,136

に 関 す る 調 書

当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額

金 額期 間

左 の 財 源 内 訳

(単位：千円）

組 合 債 その他
一 般 財 源

特 定 財 源

国 府 支 出 金

当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額

令和８年度 117,089 0 0 0

令和８年度 3,108,913 0 0 0

令和８年度 2,194,811 0 0 0

令和８年度～令和10年度 0 0 0 0

令和９年度 134,808 0 0 0

令和９年度 3,277,940 0 0 0

令和９年度 2,666,590 0 0 0
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組 合 債 に 関 す る 調 書
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当 該 年 度 末
現在高見込額

(単位：千円）

組合債に関する調書

区 分

1 10,657,999 12,345,803

前 前 年 度 末
現 在 高

前 年 度 末
現在高見込額

当 該 年 度 中 増 減 見 込

起 債 見 込 額 元金償還見込額

普 通 債 6,957,500 1,306,827 17,996,476

17,996,476

合 計 10,657,999

10,657,999(1)

17,996,4766,957,500 1,306,827

衛 生 債

12,345,803

6,957,50012,345,803 1,306,827

合 計

3,849,005

3,849,005

728,155

5,177,230 4,577,160 0 728,155

1
地 方 債 償 還
債 務 負 担 金

5,177,230 4,577,160 0
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